
平成 22 年 11 月 8 日

各　　位

会 社 名 日立工機株式会社

代 表 者 名 取締役社長　加藤　清

（コード番号 ６５８１　東証・大証１部）

問 合 せ 先 広報室長　吉成　雅人

(TEL.03‐5783‐0601)

（訂正）「平成 19 年 3 月期　決算短信」の一部訂正について

当社は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社の不適切な取引および会計処理に関する調査結果等

について」において、過年度決算の訂正につきましては、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいた

しました。このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので下記のとおりご報告いたします。

訂正個所を含むページについては訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正個所には　　　　　（アン

ダーライン）を付して表示しております。

記

１．訂正を行う決算短信

　　　決算期　平成 19 年 3 月期　決算短信

　　　発表日　平成 19 年 4 月 26 日

２．訂正の理由

　　　当社連結子会社において不適切な取引および会計処理があったため。

　　　詳細は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社における不適切な会計処理に関する調査結果等

　　について」をご参照ください。

以　上
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【訂正前】（1 ページ）

平成 19 年 3 月期　決算短信

平成 19 年 4 月 26 日

上場会社名       　　日立工機株式会社　　　　　　　　 上場取引所 東　大
コード番号           6581                      　　  ＵＲＬ  http://www.hitachi-koki.co.jp/
代　　　表　　　者　（役職名）　取締役社長　（氏名）　小 西　康 之
問合せ先責任者　（役職名）　ＩＲ室長　　　　（氏名）　山 崎　晋 吾　　　　　　　       ＴＥＬ　(03) 5783 - 0601
定時株主総会開催予定日   平成 19 年 6 月 27 日 配当支払開始予定日　　　平成 19 年 5 月 31 日
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年 6 月 27 日
  

（百万円未満切捨て）

１．19 年 3 月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年　3 月 31 日）
(1)連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％表示は対前期増減率）

売上高    営業利益 経常利益 当期純利益
百万円  　　　　％ 百万円  　　　　％ 百万円　  　　　％ 百万円　    　　％

19 年 3 月期
18 年 3 月期

153,013     7.7
142,009    21.0

19,205    23.7
15,522    49.4

19,083    26.8
15,054    45.7

13,069    13.6
11,501    37.5

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

自 己 資 本

当期純利益率

総　資　産

経常利益率

売　上　高

営業利益率

　円　銭 　円　銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期
18 年 3 月期

125.71
108.92

125.47
108.60

11.8
11.4

13.2
11.8

12.6
10.9

(参考)　持分法投資損益　   19 年 3 月期　   　 △9 百万円　 　　 　18 年 3 月期　　　　△20 百万円

(2)連結財政状態

総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

19 年 3 月期
18 年 3 月期

154,143
135,741

115,952
107,413

74.6
79.1

1,113.69
1,021.78

(参考)　自己資本　        　19 年 3 月期　　115,003 百万円　   　　　18 年 3 月期 　　　 －　百万円

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による         
キャッシュ・フロー

投資活動による         
キャッシュ・フロー

財務活動による         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期
18 年 3 月期

16,308       
9,222       

△8,455       
△4,662       

△4,662       
△1,435       

30,975       
27,389       

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日）
第１

四半期末
中間期末

第３
四半期末

期末 年間

配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）

　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期
19 年 3 月期

 －
7.00

  10.00
   8.00

    －
  8.00

14.00
  15.00

24.00
  38.00

2,520  
3,938  

22.0  
30.2  

2.5   
3.6   

20 年 3 月期
（予想）

  9.00    9.00    9.00 （注） （注） （注）

（注）期末配当金につきましては、連結配当性向 30%を目安として、将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的
　　　に勘案し、平成 20 年 4 月開催予定の取締役会で決定する予定です。

３．20 年 3 月期の連結業績予想（平成　19 年　4 月　1 日～平成　20 年　3 月 31 日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり
当期純利益

百万円 　％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 　％ 円 銭

中　間　期
通 　　 期

80,000   7.9
165,000   7.8

9,700   7.4
20,500   6.7

9,500   6.5
20,000   4.8

6,000 △6.7
12,600 △3.6

58.04    
121.73    

2



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【訂正後】（1 ページ）

平成 19 年 3 月期　決算短信

平成 19 年 4 月 26 日

上場会社名       　　日立工機株式会社　　　　　　　　 上場取引所 東　大
コード番号           6581                      　　  ＵＲＬ  http://www.hitachi-koki.co.jp/
代　　　表　　　者　（役職名）　取締役社長　（氏名）　小 西　康 之
問合せ先責任者　（役職名）　ＩＲ室長　　　　（氏名）　山 崎　晋 吾　　　　　　　       ＴＥＬ　(03) 5783 - 0601
定時株主総会開催予定日   平成 19 年 6 月 27 日 配当支払開始予定日　　　平成 19 年 5 月 31 日
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年 6 月 27 日
  

（百万円未満切捨て）

１．19 年 3 月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年　3 月 31 日）
(1)連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％表示は対前期増減率）

売上高    営業利益 経常利益 当期純利益
百万円  　　　　％ 百万円  　　　　％ 百万円　  　　　％ 百万円　    　　％

19 年 3 月期
18 年 3 月期

151,935     7.4
141,482    20.5

18,738    23.3
15,201    46.3

18,612    26.3
14,733    42.6

12,701    14.5
11,095    32.7

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

自 己 資 本

当期純利益率

総　資　産

経常利益率

売　上　高

営業利益率

　円　銭 　円　銭 ％ ％ ％

19 年 3 月期
18 年 3 月期

122.17
105.05

121.94
104.75

11.5
11.0

12.9
11.5

12.3
10.7

(参考)　持分法投資損益　   19 年 3 月期　   　 △9 百万円　 　　 　18 年 3 月期　　　　△20 百万円

(2)連結財政状態

総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

19 年 3 月期
18 年 3 月期

153,351
135,274

115,112
106,994

74.4
79.1

1,101.68
1,017.79

(参考)　自己資本　        　19 年 3 月期　　114,163 百万円　   　　　18 年 3 月期 　　　 －　百万円

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営業活動による         
キャッシュ・フロー

投資活動による         
キャッシュ・フロー

財務活動による         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 3 月期
18 年 3 月期

16,308       
9,222       

△8,455       
△4,662       

△4,662       
△1,435       

30,975       
27,389       

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日）
第１

四半期末
中間期末

第３
四半期末

期末 年間

配当金総額
(年間)

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）

　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期
19 年 3 月期

 －
7.00

  10.00
   8.00

    －
  8.00

14.00
  15.00

24.00
  38.00

2,520  
3,938  

22.7  
30.8  

2.4   
3.4   

20 年 3 月期
（予想）

  9.00    9.00    9.00 （注） （注） （注）

（注）期末配当金につきましては、連結配当性向 30%を目安として、将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的
　　　に勘案し、平成 20 年 4 月開催予定の取締役会で決定する予定です。

３．20 年 3 月期の連結業績予想（平成　19 年　4 月　1 日～平成　20 年　3 月 31 日）
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり
当期純利益

百万円 　％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 　％ 円 銭

中　間　期
通 　　 期

80,000   8.3
165,000   8.6

9,700   9.3
20,500   9.4

9,500   8.5
20,000   7.5

6,000 △5.5
12,600 △0.8

58.04    
121.73    
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【訂正前】（2 ページ）

４．その他
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　　無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる
重要な事項の変更に記載されるもの）
①　会計基準等の改正に伴う変更 有
②　①以外の変更 無

(3) 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 123,072,776 株 18 年 3 月期 123,072,776 株
②期末自己株式数 19 年 3 月期  19,809,616 株 18 年 3 月期  18,017,294 株

 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、15 ページ「１株当たり情報」をご覧
ください。

(参考)個別業績の概要

１．19 年 3 月期の個別業績(平成　18 年　4 月　1 日～平成　19 年　3 月　31 日)
(1)個別経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％表示は対前期増減率）

売上高    営業利益 経常利益 当期純利益

百万円　 　　　　％ 百万円　 　　　　％ 百万円 　　　　　％ 百万円　 　　  　％

19 年 3 月期
18 年 3 月期

78,202     7.3
72,880    11.2

14,359    33.6
10,752    49.4

16,016 　　36.7
11,719    25.5

10,094     3.2
9,783    19.0

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

円　銭 円　銭

19 年 3 月期 97.09　　　 96.91　　　

18 年 3 月期 92.55　　　 92.28　　　

 (2)個別財政状態

総 資 産     純 資 産     自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

19 年 3 月期
18 年 3 月期

125,228　　
117,930　　

105,296　　
102,745　　

84.1　　
87.1　　

1,019.69　　
977.35　　

(参考)　自己資本　      19 年 3 月期　 105,296 百万円　    　18 年 3 月期　　　　　　－　百万円

２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成　19 年　4 月　 1 日～平成　20 年　3 月　31 日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1 株当たり
当期純利益

百万円 　％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 　％ 　円　銭

中　間　期
通 　　 期

  38,600   0.7
  79,000   1.0

  6,600   0.2
 14,400   0.3

7,600   0.0
16,000 △0.1

4,700 △5.0
9,800 △2.9

45.46    
94.68    

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は、主要市場の経済状況の変動、為替相場の変動、原材料価格の変動など

様々な要因により、大きく異なる可能性があります。

　業績予想の前提となる仮定等については、3 ページ「経営成績」の「１．経営成績に関する分析」をご覧ください。
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【訂正後】（2 ページ）

４．その他
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　　　無

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる
重要な事項の変更に記載されるもの）
①　会計基準等の改正に伴う変更 有
②　①以外の変更 無

(3) 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 123,072,776 株 18 年 3 月期 123,072,776 株
②期末自己株式数 19 年 3 月期  19,809,616 株 18 年 3 月期  18,017,294 株

 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、15 ページ「１株当たり情報」をご覧
ください。

(参考)個別業績の概要

１．19 年 3 月期の個別業績(平成　18 年　4 月　1 日～平成　19 年　3 月　31 日)
(1)個別経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％表示は対前期増減率）

売上高    営業利益 経常利益 当期純利益

百万円　 　　　　％ 百万円　 　　　　％ 百万円 　　　　　％ 百万円　 　　  　％

19 年 3 月期
18 年 3 月期

78,240     8.0
72,443    10.6

14,330    35.0
10,617    47.5

15,927 　　37.6
11,573    23.9

9,779     4.7
9,344    13.6

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

円　銭 円　銭

19 年 3 月期 94.07　　　 93.89　　　

18 年 3 月期 88.37　　　 88.11　　　

 (2)個別財政状態

総 資 産     純 資 産     自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

19 年 3 月期
18 年 3 月期

124,475　　
117,491　　

104,543　　
102,307　　

84.0　　
87.1　　

1,012.40　　
973.17　　

(参考)　自己資本　      19 年 3 月期　 104,543 百万円　    　18 年 3 月期　　　　　　－　百万円

２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成　19 年　4 月　 1 日～平成　20 年　3 月　31 日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1 株当たり
当期純利益

百万円 　％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 　％ 円 銭

中　間　期
通 　　 期

  38,600   0.0
  79,000   1.0

  6,600 △1.8
 14,400   0.5

7,600 △1.2
16,000   0.5

4,700 △5.7
9,800 △0.2

45.46    
94.68    

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は、主要市場の経済状況の変動、為替相場の変動、原材料価格の変動など

様々な要因により、大きく異なる可能性があります。

　業績予想の前提となる仮定等については、3 ページ「経営成績」の「１．経営成績に関する分析」をご覧ください。
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【訂正前】（3 ページ）

経　営　成　績

１．経営成績に関する分析

当期の我が国経済は、個人消費が増加傾向から年度後半は横ばいへと減速したものの、設備投資
が企業収益の改善を受けて増加し、概ね横ばいであった住宅投資が年度後半には増加に転じるなど、
全体としては、緩やかではありますが、景気は回復基調で推移しました。一方海外につきましては、
米国において、住宅投資が大きく減少したことで、拡大基調であった景気は年度後半には鈍化の展
開となりましたが、欧州及びアジア地域の景気は引き続き順調に推移しました。

このような経営環境の中で、当社グループは、常に変化するグローバルマーケットのトレンドを
見極め、競合他社に打ち勝つべく、積極的な営業投資や戦略製品の継続的な投入、徹底した原価低
減など様々な経営施策を実施してきました。

この結果、当期における連結業績は、コア事業である電動工具部門を中心に４年連続の増収、増
益となり、売上高は１，５３０億１千３百万円（前期比８％増）となりました。一方利益面では、
営業利益１９２億５百万円（前期比２４％増）、経常利益１９０億８千３百万円（前期比２７％増）、
当期純利益１３０億６千９百万円（前期比１４％増）となり、それぞれ当社設立以来の過去最高益
となりました。

当期における部門別の状況は、以下のとおりです。

電動工具部門においては、国内では、リチウムイオン電池製品などを積極的に拡販したものの、
競争激化もあり、売上高は前期比でほぼ横ばいとなりました。また、海外では、米国における想定
以上の住宅投資の減速の影響を受け北米地域において年度後半は厳しい状況が続いたものの、欧州
地域においてロシア・東欧での売上が引き続き大きく伸長し北欧・西欧も好調に推移する等、欧州
地域全体における売上高が大幅に増加したことから、海外における売上高は前期比１２％増加しま
した。

この結果、電動工具部門の業績は、売上高１，４８３億６千５百万円(前期比７％増)、営業利益
１８２億７千９百万円（前期比２３％増）となりました。

ライフサイエンス機器部門においては、国内では、年度前半は厳しい状況が続いたものの、年度
後半にはワクチン製造に使用される生産用超遠心機等の売上が好調に推移しました。海外では、年
度当初から開始した直接営業の効果もあり、順調に売上を伸ばすことができました。

この結果、ライフサイエンス機器部門の業績は、売上高４６億４千８百万円（前期比１８％増）、
営業利益９億２千６百万円（前期比４８％増）となりました。

次期につきましては、当面の経済環境をみますと、我が国経済は景気が緩やかに回復してきてお
り、欧州経済も引き続き堅調に推移しているものの、米国経済は生産活動の鈍化や住宅市場の調整
持続が見込まれるなど先行きが不透明であり、加えて、為替の変動や原油価格・原材料価格の高騰
なども懸念されるなど、決して楽観を許さない状況にあります。

このような状況の下、当社グループは、アクセサリ事業の本格的な展開を図り、更にエンジン・
園芸工具事業ではタナカ工業株式会社から事業を譲り受けるなど、電動工具周辺事業への積極的な
営業投資等を行って参ります。さらに、戦略製品であるリチウムイオン電池製品のグローバル市場
での拡販、米国市場における新規販売ルートの開拓・強化、当期に進出を図った中近東・中米等の
当社新興市場での当社ブランドの早期浸透など、積極的な経営施策を推進することで、次期におけ
る連結業績は、売上高１，６５０億円、営業利益２０５億円、経常利益２００億円、当期純利益
１２６億円となる見込みです。
　なお、本業績見通しの為替レートは、１米ドル１１５円、１ユーロ１５０円を前提としておりま
す。
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【訂正後】（3 ページ）

経　営　成　績

１．経営成績に関する分析

当期の我が国経済は、個人消費が増加傾向から年度後半は横ばいへと減速したものの、設備投資
が企業収益の改善を受けて増加し、概ね横ばいであった住宅投資が年度後半には増加に転じるなど、
全体としては、緩やかではありますが、景気は回復基調で推移しました。一方海外につきましては、
米国において、住宅投資が大きく減少したことで、拡大基調であった景気は年度後半には鈍化の展
開となりましたが、欧州及びアジア地域の景気は引き続き順調に推移しました。

このような経営環境の中で、当社グループは、常に変化するグローバルマーケットのトレンドを
見極め、競合他社に打ち勝つべく、積極的な営業投資や戦略製品の継続的な投入、徹底した原価低
減など様々な経営施策を実施してきました。

この結果、当期における連結業績は、コア事業である電動工具部門を中心に４年連続の増収、増
益となり、売上高は１，５１９億３千５百万円（前期比７％増）となりました。一方利益面では、
営業利益１８７億３千８百万円（前期比２３％増）、経常利益１８６億１千２百万円（前期比２６％
増）、当期純利益１２７億１百万円（前期比１４％増）となり、それぞれ当社設立以来の過去最高
益となりました。

当期における部門別の状況は、以下のとおりです。

電動工具部門においては、国内では、リチウムイオン電池製品などを積極的に拡販したものの、
競争激化もあり、売上高は前期比でほぼ横ばいとなりました。また、海外では、米国における想定
以上の住宅投資の減速の影響を受け北米地域において年度後半は厳しい状況が続いたものの、欧州
地域においてロシア・東欧での売上が引き続き大きく伸長し北欧・西欧も好調に推移する等、欧州
地域全体における売上高が大幅に増加したことから、海外における売上高は前期比１２％増加しま
した。

この結果、電動工具部門の業績は、売上高１，４７２億８千７百万円(前期比７％増)、営業利益
１７８億１千１百万円（前期比２２％増）となりました。

ライフサイエンス機器部門においては、国内では、年度前半は厳しい状況が続いたものの、年度
後半にはワクチン製造に使用される生産用超遠心機等の売上が好調に推移しました。海外では、年
度当初から開始した直接営業の効果もあり、順調に売上を伸ばすことができました。

この結果、ライフサイエンス機器部門の業績は、売上高４６億４千８百万円（前期比１８％増）、
営業利益９億２千６百万円（前期比４８％増）となりました。

次期につきましては、当面の経済環境をみますと、我が国経済は景気が緩やかに回復してきてお
り、欧州経済も引き続き堅調に推移しているものの、米国経済は生産活動の鈍化や住宅市場の調整
持続が見込まれるなど先行きが不透明であり、加えて、為替の変動や原油価格・原材料価格の高騰
なども懸念されるなど、決して楽観を許さない状況にあります。

このような状況の下、当社グループは、アクセサリ事業の本格的な展開を図り、更にエンジン・
園芸工具事業ではタナカ工業株式会社から事業を譲り受けるなど、電動工具周辺事業への積極的な
営業投資等を行って参ります。さらに、戦略製品であるリチウムイオン電池製品のグローバル市場
での拡販、米国市場における新規販売ルートの開拓・強化、当期に進出を図った中近東・中米等の
当社新興市場での当社ブランドの早期浸透など、積極的な経営施策を推進することで、次期におけ
る連結業績は、売上高１，６５０億円、営業利益２０５億円、経常利益２００億円、当期純利益
１２６億円となる見込みです。
　なお、本業績見通しの為替レートは、１米ドル１１５円、１ユーロ１５０円を前提としておりま
す。
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【訂正前】（4 ページ）

２．財政状態に関する分析

当期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上拡大による売上債権の増加２９億
１千万円、棚卸資産の増加３２億５千１百万円などがあったものの、税金等調整前当期純利益

１９１億３千１百万円などにより、１６３億８百万円の増加となりました。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、生産能力増強等のための有形固定資産の
取得による支出３９億３千７百万円、子会社株式の取得による支出３８億４千７百万円などにより、
８４億５千５百万円の減少となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計し
たフリー・キャッシュ・フローは、７８億５千２百万円の増加となりました。

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加２４億１千万円があ
ったものの、自己株式の取得による支出３３億４千４百万円、配当金の支払３８億４千３百万円な
どにより、４６億６千２百万円の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前年度末残高から３５億８千５百万円増加し、
３０９億７千５百万円となりました。

３．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

利益配分に関しては、将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的に勘案の上、株主への利益
配分及び内部留保額を決定して参ります。また、内部留保資金につきましては、コアとなる製品・
技術及び合理化設備への重点投資や事業規模の拡大・シナジー効果が期待できるＭ＆Ａのための資
金など、その効率的な配分に努めます。

配当につきましては、株主の皆様への速やか、かつ積極的な利益還元に努めており、当期の第１
四半期から四半期配当を実施しております。また、年間の配当金額につきましては、一定の四半期
配当を継続し、連結配当性向３０％を目安として、将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的
に勘案して決定致します。

当社の業績は継続的に拡大しており、財務状況は安定しています。今後も引き続き業績の拡大及
び安定的な財務状況の確保が見込まれることから、株主の皆様への更なる利益還元を目的として、
配当の増額を重ね、当期の配当は、第１四半期７円、中間期８円、第３四半期８円とし既に支払い
済みですが、期末配当につきましては１５円を予定しております。この結果、年間配当は前期より
１４円増配の３８円となり、連結配当性向は３０％になります。

また、次期における配当につきましては、第１四半期９円、中間期９円、第３四半期９円と予想
しておりますが、期末配当金は、利益配分の基本方針どおり、連結配当性向３０％を目安に諸状況
を総合的に勘案して決定致しますので、平成２０年４月開催予定の取締役会で改めて決定する予定
です。
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【訂正後】（4 ページ）

２．財政状態に関する分析

当期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上拡大による売上債権の増加２５億
８千５百万円、棚卸資産の増加３２億４千７百万円などがあったものの、税金等調整前当期純利益

１８７億１千８百万円などにより、１６３億８百万円の増加となりました。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、生産能力増強等のための有形固定資産の
取得による支出３９億３千７百万円、子会社株式の取得による支出３８億４千７百万円などにより、
８４億５千５百万円の減少となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計し
たフリー・キャッシュ・フローは、７８億５千２百万円の増加となりました。

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加２４億１千万円があ
ったものの、自己株式の取得による支出３３億４千４百万円、配当金の支払３８億４千３百万円な
どにより、４６億６千２百万円の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前年度末残高から３５億８千５百万円増加し、
３０９億７千５百万円となりました。

３．利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

利益配分に関しては、将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的に勘案の上、株主への利益
配分及び内部留保額を決定して参ります。また、内部留保資金につきましては、コアとなる製品・
技術及び合理化設備への重点投資や事業規模の拡大・シナジー効果が期待できるＭ＆Ａのための資
金など、その効率的な配分に努めます。

配当につきましては、株主の皆様への速やか、かつ積極的な利益還元に努めており、当期の第１
四半期から四半期配当を実施しております。また、年間の配当金額につきましては、一定の四半期
配当を継続し、連結配当性向３０％を目安として、将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的
に勘案して決定致します。

当社の業績は継続的に拡大しており、財務状況は安定しています。今後も引き続き業績の拡大及
び安定的な財務状況の確保が見込まれることから、株主の皆様への更なる利益還元を目的として、
配当の増額を重ね、当期の配当は、第１四半期７円、中間期８円、第３四半期８円とし既に支払い
済みですが、期末配当につきましては１５円を予定しております。この結果、年間配当は前期より
１４円増配の３８円となり、連結配当性向は３０％になります。

また、次期における配当につきましては、第１四半期９円、中間期９円、第３四半期９円と予想
しておりますが、期末配当金は、利益配分の基本方針どおり、連結配当性向３０％を目安に諸状況
を総合的に勘案して決定致しますので、平成２０年４月開催予定の取締役会で改めて決定する予定
です。
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（単位 百万円）

期  別  比 較 増 減

（Ｂ）－（Ａ）

科  目

 （ 資 産 の 部 ）

１００,１０８ １１５,３３８ １５,２２９

９,０１８ ８,９２２ △　 　   　９６

３７,２４１ ４２,６０４ ５,３６３

３０,５９１ ３６,３１６ ５,７２５

１８,３７０ ２２,０５３ ３,６８２

３,６８６ ３,９７７ ２９１

２,０９４ ２,５３７ ４４２

△　 　   ８９４ △　 　１,０７３ △　 　   １７８

３５,６３３ ３８,８０５ ３,１７１

２５,６８７ ２６,１２４ ４３７

建 物 及 び 構 築 物 １３,１９４ １３,０９９ △　 　   　９５

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ６,９３３ ７,３０２ ３６８

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ５,５５９ ５,７２３ １６３

３,３３８ ６,４９６ ３,１５８

の れ ん １,９９２ ４,８２０ ２,８２７

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 １,３４５ １,６７６ ３３０

６,６０７ ６,１８３ △　 　   ４２３

投 資 有 価 証 券 ３,９１７ ３,１９４ △　 　   ７２３

繰 延 税 金 資 産 １,１０３ ８６８ △　 　   ２３４

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産 １,６４３ ２,１６９ ５２５

貸 倒 引 当 金 △　 　   　５７ △　 　   　４８ ９

１３５,７４１ １５４,１４３ １８,４０１

 （ 負 債 の 部 ）

２３,２８７ ３３,５９８ １０,３１１

１０,３０７ １１,９１４ １,６０６

２,７４６ ６,２４１ ３,４９５

７９４ ５,１０１ ４,３０６

－ ８０ ８０

９,４３８ １０,２６１ ８２３

４,２８６ ４,５９２ ３０５

４,０２７ ４,１０６ ７８

２２３ ３０３ ７９

３５ １８２ １４７

２７,５７３ ３８,１９０ １０,６１７

１０５,７１５ １１１,７４６ ６,０３０

１７,８１３ １７,８１３ －

２１,４１４ ２１,４７０ ５５

７４,０７９ ８３,３１０ ９,２３１

△　 　７,５９２ △　 １０,８４７ △　 　３,２５５

１,６９７ ３,２５６ １,５５８

１,６９９ １,２８０ △　 　   ４１９

－ ０ ０

△　 　　 　　１ １,９７６ １,９７８

７５４ ９４９ １９５

１０８,１６８ １１５,９５２ ７,７８４

１３５,７４１ １５４,１４３ １８,４０１

【訂正前】（7ページ）

(Ｂ)

流 動 資 産

連　結　貸　借　対　照　表

平成19年3月期

（平成19.3.31現在）

固 定 負 債

平成18年3月期

固 定 資 産

流 動 負 債

（平成18.3.31現在）

(Ａ)

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

預 け 金

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分

負 債 及 び 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

純 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

買 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
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（単位 百万円）

期  別  比 較 増 減

（Ｂ）－（Ａ）

科  目

 （ 資 産 の 部 ）

９９,６４１ １１４,５４６ １４,９０４

９,０１８ ８,９２２ △　 　   　９６

３６,５５９ ４１,５１２ ４,９５３

３０,８０１ ３６,５５３ ５,７５１

１８,３７０ ２２,０５３ ３,６８２

３,６８５ ４,０２２ ３３６

２,０９４ ２,５３７ ４４２

△　 　   ８８９ △　 　１,０５４ △　 　   １６４

３５,６３３ ３８,８０５ ３,１７１

２５,６８７ ２６,１２４ ４３７

建 物 及 び 構 築 物 １３,１９４ １３,０９９ △　 　   　９５

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ６,９３３ ７,３０２ ３６８

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ５,５５９ ５,７２３ １６３

３,３３８ ６,４９６ ３,１５８

の れ ん １,９９２ ４,８２０ ２,８２７

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 １,３４５ １,６７６ ３３０

６,６０７ ６,１８３ △　 　   ４２３

投 資 有 価 証 券 ３,９１７ ３,１９４ △　 　   ７２３

繰 延 税 金 資 産 １,１０３ ８６８ △　 　   ２３４

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産 １,６４３ ２,１６９ ５２５

貸 倒 引 当 金 △　 　   　５７ △　 　   　４８ ９

１３５,２７４ １５３,３５１ １８,０７６

 （ 負 債 の 部 ）

２３,２３８ ３３,６４６ １０,４０７

１０,３０７ １１,９１４ １,６０６

２,７４６ ６,２４１ ３,４９５

７９４ ５,１０１ ４,３０６

－ ８０ ８０

９,３８９ １０,３０９ ９１９

４,２８６ ４,５９２ ３０５

４,０２７ ４,１０６ ７８

２２３ ３０３ ７９

３５ １８２ １４７

２７,５２５ ３８,２３８ １０,７１３

１０５,３０９ １１０,９７２ ５,６６２

１７,８１３ １７,８１３ －

２１,４１４ ２１,４７０ ５５

７３,６７３ ８２,５３６ ８,８６３

△　 　７,５９２ △　 １０,８４７ △　 　３,２５５

１,６８５ ３,１９０ １,５０５

１,６９９ １,２８０ △　 　   ４１９

－ ０ ０

△　 　　 　１４ １,９１０ １,９２４

７５４ ９４９ １９５

１０７,７４９ １１５,１１２ ７,３６３

１３５,２７４ １５３,３５１ １８,０７６負 債 及 び 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

そ の 他 の 固 定 負 債

負 債 合 計

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

未 払 法 人 税 等

役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

（平成18.3.31現在） （平成19.3.31現在）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

預 け 金

繰 延 税 金 資 産

(Ａ) (Ｂ)

【訂正後】（7ページ）

連　結　貸　借　対　照　表

平成18年3月期 平成19年3月期
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【訂正前】（8 ﾍﾟｰｼﾞ）

　　　　　　　　　　　　　　　　連 結 損 益 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

平成 19 年 3 月期

自 平成 18. 4. 1

至 平成 19. 3.31

　　　　　　　 期　　別

                 

  

 科　　目 比　率 比　率

売 上 高　 １４２,００９

        ％

 １００.０ １５３,０１３

        ％

１００.０

売 上 原 価　 ８４,６８７ ５９.６ ９０,１１０ ５８.９

　売 上 総 利 益　 ５７,３２２ ４０.４ ６２,９０３ ４１.１

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費　 　 ４１,７９９ 　 ２９.５ ４３,６９７ ２８.５

　営 業 利 益　 １５,５２２ １０.９ １９,２０５ １２.６

営 業 外 収 益　 　　　  ８５４ 　　 ０.６ ９４７ ０.６

　受 取 利 息　 　　　  １６０ ２８１

　不 動 産 賃 貸 収 入　 　　　　４２８ ４２１

　そ の 他　 　　　  ２６５ ２４４

営 業 外 費 用　 　　 １,３２１ 　　 ０.９ １,０７０ ０.７

　支 払 利 息　 　　　  ３９２ ４６２

　為 替 差 損　 　　　　４２４ ４８

　賃 貸 不 動 産 維 持 費　 　　　　２７０ ２６４

　そ の 他　 　　　  ２３４ ２９５

　経 常 利 益　 １５,０５４ １０.６ １９,０８３ １２.５

特 別 利 益　 　　　　　 ― 　　 　― ４８ ０.０

　償 却 債 権 取 立 益　 　　　　　 ― ４８

特 別 損 失　 　　　　１２６ 　 　０.１ 　　　　　 ― ―

　固 定 資 産 売 却 損　 　　　　１０２ 　　　　　 ―

　投 資 有 価 証 券 評 価 損　 　　　　　２４ 　　　　　 ―

　税 金 等 調 整 前　

　当 期 純 利 益　
１４,９２７ １０.５ １９,１３１ １２.５

　法人税、住民税及び事業税　 　　 １,４５１ 　　 １.０ ５,６７５ ３.７

　法 人 税 等 調 整 額　 　　 １,９１３ 　　 １.４ ２８４ ０.２

　少 数 株 主 利 益　 　 　　　 ６１ 　　 ０.０ １０１ ０.１

　当 期 純 利 益　 １１,５０１ ８.１ １３,０６９ ８.５
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【訂正後】（8 ﾍﾟｰｼﾞ）

　　　　　　　　　　　　　　　　連 結 損 益 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

平成 19 年 3 月期

自 平成 18. 4. 1

至 平成 19. 3.31

　　　　　　　 期　　別

                 

  

 科　　目 比　率 比　率

売 上 高　 １４１,４８２

        ％

 １００.０ １５１,９３５

        ％

１００.０

売 上 原 価　 ８４,４８６ ５９.７ ８９,８９５ ５９.２

　売 上 総 利 益　 ５６,９９６ ４０.３ ６２,０４０ ４０.８

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費　 　 ４１,７９４ 　 ２９.６ ４３,３０１ ２８.５

　営 業 利 益　 １５,２０１ １０.７ １８,７３８ １２.３

営 業 外 収 益　 　　　  ８５４ 　　 ０.６ ９４７ ０.６

　受 取 利 息　 　　　  １６０ ２８１

　不 動 産 賃 貸 収 入　 　　　　４２８ ４２１

　そ の 他　 　　　  ２６５ ２４４

営 業 外 費 用　 　　 １,３２１ 　　 ０.９ １,０７４ ０.７

　支 払 利 息　 　　　  ３９２ ４６６

　為 替 差 損　 　　　　４２４ ４８

　賃 貸 不 動 産 維 持 費　 　　　　２７０ ２６４

　そ の 他　 　　　  ２３４ ２９５

　経 常 利 益　 １４,７３３ １０.４ １８,６１２ １２.２

特 別 利 益　 　　　　　 ― 　　 　― ２１２ ０.２

　償 却 債 権 取 立 益　 　　　　　 ― ４８

　 特 許 関 連 費 用 精 算 益 ― １６４

特 別 損 失　 　　　　２１１ 　 　０.１ 　　　　　 １０５ ０.１

　固 定 資 産 売 却 損　 　　　　１０２ 　　　　　 ―

　投 資 有 価 証 券 評 価 損　 　　　　　２４ 　　　　　 ―

　付 加 価 値 税 修 正 損　 ８４ １０５

　税 金 等 調 整 前　

　当 期 純 利 益　
１４,５２２ １０.３ １８,７１８ １２.３

　法人税、住民税及び事業税　 　　 １,４５１ 　　 １.０ ５,６７５ ３.７

　法 人 税 等 調 整 額　 　　 １,９１４ 　　 １.４ ２３９ ０.１

　少 数 株 主 利 益　 　 　　　 ６１ 　　 ０.１ １０１ ０.１

　当 期 純 利 益　 １１,０９５ ７.８ １２,７０１ ８.４
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（単位　百万円）

期　別

科　目

当連結会計期間(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日) （単位　百万円）

資   本
剰余金

利   益
剰余金

自己株式
株主資本
合      計

そ   の   他
有 価 証 券
評価差額金

繰  延
ヘッジ
損  益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差 額 等
合 計

21,414 74,079 △7,592 105,715 1,699 - △1 1,697 754 108,168 

△3,860 △3,860 △3,860 

△70 △70 △70 

13,069 13,069 13,069 

△3,382 △3,382 △3,382 

55 126 181 181 

92 92 92 

△419 0 1,978 1,558 195 1,753 

55 9,231 △3,255 6,030 △419 0 1,978 1,558 195 7,784 

21,470 83,310 △10,847 111,746 1,280 0 1,976 3,256 949 115,952 

10 

11,501 

2,381 

58 

110 

25 25 

21,414 

64,959 利 益 剰 余 金 期 首 残 高

2,203 

11,501 

少数株主
持      分

評価・換算差額等

項　　目

74,079 

株主資本以外の項目
の 当 連 結 会 計 期 間
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 純 利 益

自己株式の取得

在外子会社の英国会
計基準適用に伴う利
益 剰 余 金 増 加

自己株式の処分

平 成 19 年 3 月 31 日
残 高

17,813 

当 連 結 会 計 期 間
変 動 額 合 計

当 連 結 会 計 期 間
変 動 額

利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

資本金

17,813 

剰 余 金 の 配 当

資 本 剰 余 金 増 加 高

配 当 金

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

自 己 株 式 処 分 差 益

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部）

取 締 役 賞 与 金

在外子会社の英国会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高

在外子会社の豪州会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高

平成18 年 ３月 31 日
残 高

株主資本

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

連結株主資本等変動計算書

純資産
合   計

21,388 

【訂正前】　（9ページ）
　　　　　　　　　　　　　　連結剰余金計算書

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（資本剰余金の部）

平成18年3月期
      自　平成17. 4. 1      

至　平成18. 3.31
( )
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（単位　百万円）

期　別

科　目

当連結会計期間(自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日) （単位　百万円）

資   本
剰余金

利   益
剰余金

自己株式
株主資本
合      計

そ   の   他
有 価 証 券
評価差額金

繰  延
ヘッジ
損  益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差 額 等
合 計

21,414 73,673 △7,592 105,309 1,699 - △14 1,685 754 107,749 

△3,860 △3,860 △3,860 

△70 △70 △70 

12,701 12,701 12,701 

△3,382 △3,382 △3,382 

55 126 181 181 

92 92 92 

△419 0 1,924 1,505 195 1,700 

55 8,863 △3,255 5,662 △419 0 1,924 1,505 195 7,363 

21,470 82,536 △10,847 110,972 1,280 0 1,910 3,190 949 115,112 

至　平成18. 3.31

（資本剰余金の部）

【訂正後】　（9ページ）
　　　　　　　　　　　　　　連結剰余金計算書

平成18年3月期
      自　平成17. 4. 1      

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 21,388 

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 64,959 

自 己 株 式 処 分 差 益 25 25 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 21,414 

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益 11,095 11,095 

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金 2,203 

取 締 役 賞 与 金 58 

在外子会社の英国会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 110 

在外子会社の豪州会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 10 2,381 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 73,673 

剰 余 金 の 配 当

連結株主資本等変動計算書

項　　目

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持      分

純資産
合   計資本金

平成18 年 ３月 31 日
残 高

17,813 

当 連 結 会 計 期 間
変 動 額

株主資本以外の項目
の 当 連 結 会 計 期 間
変 動 額 （ 純 額 ）

利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

当 期 純 利 益

自己株式の取得

自己株式の処分

在外子会社の英国会
計基準適用に伴う利
益 剰 余 金 増 加

当 連 結 会 計 期 間
変 動 額 合 計

平 成 19 年 3 月 31 日
残 高

17,813 

( )
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期        別 

 科        目

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １４,９２７ １９,１３１

減 価 償 却 額 ４,２７７ ４,２５１

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 １７３ △　　　　　４７６

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △　　　　　１７６ △　　　　　３０８

支 払 利 息 ３９２ ４６２

売 上 債 権 の 増 加 額 △　　　 ６,０３１ △　　　 ２,９１０

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △　　　 １,９９６ △　　　 ３,２５１

仕 入 債 務 の 増 減 額 △　　　　　８２１ ２６７

そ の 他 ８７ ７０３

小 　　         　 計 １０,８３２ １７,８６９

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １７６ ３０８

利 息 の 支 払 額 △　　　　　３９５ △　　　　　４５５

法 人 税 等 の 支 払 額 △　　　 １,３９１ △　　　 １,４１４

９,２２２ １６,３０８

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　４３５ －

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　 ３,８２９ △　　　 ３,９３７

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 １１７ ２０

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　６９１ △　　　　　７２９

子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 － △　　　 ３,８４７

そ の 他 １７７ ３７

△　　　 ４,６６２ △　　　 ８,４５５

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ７１６ ２,４１０

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　　９９ △　　　 ３,３４４

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 １３７ １８１

配 当 金 の 支 払 額 △　　　 ２,２００ △　　　 ３,８４３

そ の 他 ９ △　　　　　　６６

△　　　 １,４３５ △　　　 ４,６６２

５４５ ３９５

３,６７１ ３,５８５

２３,３６６ ２７,３８９

２７,３８９ ３０,９７５

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

【訂正前】（10ページ）

自　平成 18年 4月 1日自　平成 17年 4月 1日
至　平成 19年 3月31日

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅶ 連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金

及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額
―３５２

連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

（単位　百万円）

平成19年3月期平成18年3月期

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

至　平成 18年 3月31日
)( )()( )(
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期        別 

 科        目

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １４,５２２ １８,７１８

減 価 償 却 額 ４,２７７ ４,２５１

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 １７３ △　　　　　４７６

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △　　　　　１７６ △　　　　　３０８

支 払 利 息 ３９２ ４６６

売 上 債 権 の 増 加 額 △　　　 ５,３７３ △　　　 ２,５８５

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △　　　 ２,１９７ △　　　 ３,２４７

仕 入 債 務 の 増 減 額 △　　　　　８２１ ２６７

そ の 他 ３５ ７８７

小 　　         　 計 １０,８３２ １７,８７３

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １７６ ３０８

利 息 の 支 払 額 △　　　　　３９５ △　　　　　４５９

法 人 税 等 の 支 払 額 △　　　 １,３９１ △　　　 １,４１４

９,２２２ １６,３０８

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　４３５ －

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　 ３,８２９ △　　　 ３,９３７

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 １１７ ２０

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　６９１ △　　　　　７２９

子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 － △　　　 ３,８４７

そ の 他 １７７ ３７

△　　　 ４,６６２ △　　　 ８,４５５

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ７１６ ２,４１０

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　　９９ △　　　 ３,３４４

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 １３７ １８１

配 当 金 の 支 払 額 △　　　 ２,２００ △　　　 ３,８４３

そ の 他 ９ △　　　　　　６６

△　　　 １,４３５ △　　　 ４,６６２

５４５ ３９５

３,６７１ ３,５８５

２３,３６６ ２７,３８９

２７,３８９ ３０,９７５

―３５２

連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

（単位　百万円）

平成19年3月期平成18年3月期

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

至　平成 18年 3月31日

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅶ 連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金

及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

【訂正後】（10ページ）

自　平成 18年 4月 1日自　平成 17年 4月 1日
至　平成 19年 3月31日

)( )()( )(
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【訂正前】（12 ページ）

2.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

会計処理の変更

1.役員賞与に関する会計基準等

当連結会計年度より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日　企

業会計基準第 4 号）を適用している。これに伴い、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ 80 百万円減少している。

2.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当連結会計年度より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準委員会　平

成 17 年 12 月９日　企業会計基準第 5 号）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針｣（企業会計基準委員会　平成 17 年 12 月９日　企業会計基準適用指針第 8 号）を適用してい

る。従来の資本の部の合計に相当する金額は、115,002 百万円である。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。

[注記事項]
（連結貸借対照表関係）

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額

売　掛　金 1,091 百万円 873 百万円

たな卸資産 1,664 2,166
建物 ― 147
機械装置 ― 0
土地 ― 47
その他の有形固定資産 ― 26

合　計 2,756 3,261
上記に対応する債務

短期借入金 169 百万円 895 百万円

長期借入金 ― 134
合　計 169 1,030

（リース取引関係）

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

取 得 価 額 相 当 額 443 百万円 484 百万円

減価償却累計額相当額 232 342
期 末 残 高 相 当 額 210 142

(2)未経過リース料期末残高相当額

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

1 年 内 112 百万円 87 百万円

1 年 超 83 58
合    計 196 146
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【訂正後】（12 ページ）

2.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

会計処理の変更

1.役員賞与に関する会計基準等

当連結会計年度より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日　企

業会計基準第 4 号）を適用している。これに伴い、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ 80 百万円減少している。

2.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当連結会計年度より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準委員会　平

成 17 年 12 月９日　企業会計基準第 5 号）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針｣（企業会計基準委員会　平成 17 年 12 月９日　企業会計基準適用指針第 8 号）を適用してい

る。従来の資本の部の合計に相当する金額は、114,162 百万円である。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。

[注記事項]
（連結貸借対照表関係）

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額

売　掛　金 1,091 百万円 873 百万円

たな卸資産 1,664 2,166
建物 ― 147
機械装置 ― 0
土地 ― 47
その他の有形固定資産 ― 26

合　計 2,756 3,261
上記に対応する債務

短期借入金 169 百万円 895 百万円

長期借入金 ― 134
合　計 169 1,030

（リース取引関係）

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

取 得 価 額 相 当 額 443 百万円 484 百万円

減価償却累計額相当額 232 342
期 末 残 高 相 当 額 210 142

(2)未経過リース料期末残高相当額

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

1 年 内 112 百万円 87 百万円

1 年 超 83 58
合    計 196 146
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【訂正前】（13 ページ）

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

支 払 リ ー ス 料 142 百万円 132 百万円

減価償却費相当額 130 146
支 払 利 息 相 当 額 3 3

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(5)支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっている。

2.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

1 年 内 139 百万円 220 百万円

1 年 超 213 248
合    計 352 469

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月

期）

現金及び預金勘定 9,018 百万円 8,922 百万円

預け金勘定 18,370 22,053
計 27,389 30,975

現金及び現金同等物の期末残高 27,389 30,975

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )

（繰 延 税 金 資 産）

退 職 給 付 引 当 金 1,569 百万円 1,432 百万円

未 払 賞 与 853 844
た な 卸 資 産 評 価 損 738 782
未 払 金 426 317
繰 越 欠 損 金 1,322 34
繰 越 外 国 税 額 控 除 570 130
たな卸資産未実現利益 - 1,477
そ の 他 728 908

繰 延 税 金 資 産 小 計 6,209 5,927
評 価 性 引 当 額 △ 　102 △ 　 80

繰 延 税 金 資 産 合 計 6,107 5,847
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 1,163 875
そ の 他 164 140

繰 延 税 金 負 債 合 計 1,327 1,015
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 4,780 4,831
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【訂正後】（13 ページ）

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

支 払 リ ー ス 料 142 百万円 132 百万円

減価償却費相当額 130 146
支 払 利 息 相 当 額 3 3

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(5)支払利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっている。

2.オペレーティング・リース取引

未経過リース料

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

1 年 内 139 百万円 220 百万円

1 年 超 213 248
合    計 352 469

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月

期）

現金及び預金勘定 9,018 百万円 8,922 百万円

預け金勘定 18,370 22,053
計 27,389 30,975

現金及び現金同等物の期末残高 27,389 30,975

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )

（繰 延 税 金 資 産）

退 職 給 付 引 当 金 1,569 百万円 1,315 百万円

未 払 賞 与 853 844
た な 卸 資 産 評 価 損 738 782
繰 越 欠 損 金 1,322 -
繰 越 外 国 税 額 控 除 570 592
たな卸資産未実現利益 - 1,522
未 払 事 業 税 - 425
そ の 他 1,155 952

繰 延 税 金 資 産 小 計 6,209 6,434
評 価 性 引 当 額 △ 　102 △ 　542

繰 延 税 金 資 産 合 計 6,107 5,892
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 1,163 875
そ の 他 164 140

繰 延 税 金 負 債 合 計 1,327 1,015
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 4,779 4,876
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【訂正前】（15 ページ）

（１株当たり情報）

　　　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

１株当たり当期純利益

当期純利益 11,501 百万円 13,069 百万円

普通株主に帰属しない金額 70 ―

(うち利益処分による役員賞与金) 70 ―

普通株式に係る当期純利益 11,431 13,069
普通株式の期中平均株式数 104,954 千株 103,967 千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数 305 千株 199 千株

(うち新株予約権) 305 199
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【訂正後】（15 ページ）

（１株当たり情報）

　　　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

ある。

（平成 18 年 3 月期） （平成 19 年 3 月期）

１株当たり当期純利益

当期純利益 11,095 百万円 12,701 百万円

普通株主に帰属しない金額 70 ―

(うち利益処分による役員賞与金) 70 ―

普通株式に係る当期純利益 11,025 12,701
普通株式の期中平均株式数 104,954 千株 103,967 千株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数 305 千株 199 千株

(うち新株予約権) 305 199
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【訂正前】（17 ページ）

セ グ メ ン ト 情 報
１．事業の種類別セグメント情報

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

138,081

     －

   3,927

     －

142,009

　   －

   －

 

(    － )

142,009

      －

計 138,081    3,927 142,009 (    － ) 142,009

　 営　　業　　費　　用 123,187    3,300 126,487 (    － ) 126,487

　 営　　業　　利　　益 14,894      627 15,522 (    － ) 15,522

Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  129,513    6,228  135,741      －   135,741

　 減　価　償　却　費    4,083      194    4,277      －     4,277

　 資　本　的　支　出    4,381      140    4,521      －     4,521

平成１９年３月期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

148,365

     －

   4,648

     －

 153,013

　   －

   －

 

(    － )

153,013

      －

計 148,365    4,648  153,013 (    － ) 153,013

　 営　　業　　費　　用 130,086    3,721  133,807 (    － ) 133,807

　 営　　業　　利　　益 18,279      926   19,205 (    － ) 19,205

Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  147,230    6,912  154,143      －   154,143

　 減　価　償　却　費    4,055      196    4,251      －     4,251

　 資　本　的　支　出    4,553      112    4,666      －     4,666

（注）１．事業区分の方法

事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して、電動工具、ライフサイエンス機器に

区分している。

２．各事業区分の主要製品

主　　　　要　　　　製　　　　品

電 動 工 具       

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、

建設用電動工具、空気工具（釘打機、ネジ打機、釘打機用コンプレッサ）、

木工機械、エンジン工具、園芸用工具、家庭用電動工具、集じん機、

墨出し器、アクセサリ（ダイヤモンド工具、その他消耗部品）

ライフサイエンス

機　　　　　　器

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用遠心機、

真空ポンプ
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【訂正後】（17 ページ）

セ グ メ ン ト 情 報
１．事業の種類別セグメント情報

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

137,554

     －

   3,927

     －

141,482

　   －

   －

 

(    － )

141,482

　   －

計 137,554    3,927 141,482 (    － ) 141,482

　 営　　業　　費　　用 122,981    3,300 126,281 (    － ) 126,281

　 営　　業　　利　　益 14,573      627 15,201 (    － ) 15,201

Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  129,045    6,228  135,274      －   135,274

　 減　価　償　却　費    4,083      194    4,277      －     4,277

　 資　本　的　支　出    4,381      140    4,521      －     4,521

平成１９年３月期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　　内部売上高又は振替高

147,287

     －

   4,648

     －

 151,935

　   －

   －

 

(    － )

 151,935

　   －

計 147,287    4,648  151,935 (    － )  151,935

　 営　　業　　費　　用 129,476    3,721  133,197 (    － )  133,197

　 営　　業　　利　　益 17,811      926   18,738 (    － )   18,738

Ⅱ 資産、減価償却費

　　　 及び資本的支出

　 資　　　　　　　産  146,438    6,912  153,351      －  153,351

　 減　価　償　却　費    4,055      196    4,251      －     4,251

　 資　本　的　支　出    4,553      112    4,666      －     4,666

（注）１．事業区分の方法

事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して、電動工具、ライフサイエンス機器に

区分している。

２．各事業区分の主要製品

主　　　　要　　　　製　　　　品

電 動 工 具       

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、

建設用電動工具、空気工具（釘打機、ネジ打機、釘打機用コンプレッサ）、

木工機械、エンジン工具、園芸用工具、家庭用電動工具、集じん機、

墨出し器、アクセサリ（ダイヤモンド工具、その他消耗部品）

ライフサイエンス

機　　　　　　器

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用遠心機、

真空ポンプ
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【訂正前】（18 ページ）

２．所在地別セグメント情報

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,658

 28,538

  7,115

 26,149

34,448

343

 46,756

      6

  4,030

    －

142,009

55,038

    －

(55,038)

142,009

    －

計  78,196  33,265 34,791  46,762   4,031 197,047 (55,038) 142,009

　 営　　業　　費　　用  66,800  31,164 33,767  45,548   3,879 181,160 (54,672) 126,487

　 営　　業　　利　　益  11,396   2,100 1,024   1,214     151 15,887 (   365) 15,522

Ⅱ 資　　　　　　　　産 88,133  20,447 24,708  22,526   2,008 157,824 (22,082) 135,741

平成１９年３月期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　   　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,844

 32,733

  7,739

 34,572

46,611

351

 44,365

      6

  4,452

    －

153,013

 67,664

    －

(67,664)

153,013

    －

計  82,578  42,311 46,963  44,372   4,452 220,678 (67,664) 153,013

　 営　　業　　費　　用  67,726  38,904 45,140  44,306   4,255 200,333 (66,525) 133,807

　 営　　業　　利　　益  14,852   3,407 1,823      65     196 20,345 ( 1,139)  19,205

Ⅱ 資　　　　　　　　産  91,335  24,483 36,644  23,906   2,215 178,584 (24,441) 154,143

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ の 他     ……オーストラリア
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【訂正後】（18 ページ）

２．所在地別セグメント情報

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,658

 28,100

  7,115

 26,149

 33,920

    343

 46,756

      6

  4,030

      0

141,482

 54,601

    －

(54,601)

141,482

    －

計  77,759  33,265  34,264  46,762   4,031 196,083 (54,601) 141,482

　 営　　業　　費　　用  66,498  31,164  33,508  45,548   3,879 180,599 (54,317) 126,281

　 営　　業　　利　　益  11,261   2,100   755   1,214     151  15,484 (   283)  15,201

Ⅱ 資　　　　　　　　産  87,998  20,328  24,077  22,372   2,008 156,785 (21,510) 135,274

平成１９年３月期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  　　　　　　　   　(単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益

　 売　　上　　高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,445

 33,171

  7,739

 34,572

46,080

351

 44,217

      6

  4,452

    －

151,935

 68,102

    －

(68,102)

151,935

    －

計  82,616  42,311 46,432  44,224   4,452 220,037 (68,102) 151,935

　 営　　業　　費　　用  67,793  38,904 44,836  44,158   4,255 199,948 (66,751) 133,197

　 営　　業　　利　　益  14,823   3,407 1,596      65     196 20,089 ( 1,351)  18,738

Ⅱ 資　　　　　　　　産  91,514  24,602 35,970  24,060   2,215 178,363 (25,012) 153,351

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ の 他     ……オーストラリア
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【訂正前】（19 ページ）

３．海 外 売 上 高

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     7,596 34,403    48,277     4,851 95,128

Ⅱ 連 結 売 上 高 142,009

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
5.4% 24.2% 34.0% 3.4% 67.0%

平成１９年３月期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     8,281 46,544    46,210     5,690 106,726

Ⅱ 連 結 売 上 高 153,013

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
5.4% 30.4% 30.2% 3.7% 69.7%

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア　ジ　ア……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ　の　他……オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【訂正後】（19 ページ）

３．海 外 売 上 高

平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     7,596    33,876    48,277     4,851   94,601

Ⅱ 連 結 売 上 高  141,482

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
5.4% 24.0% 34.1% 3.4% 66.9%

平成１９年３月期（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(単位　百万円)

ア　ジ　ア ヨーロッパ 北アメリカ そ　の　他 計

Ⅰ 海 外 売 上 高     8,281 46,013    46,062     5,690 106,047

Ⅱ 連 結 売 上 高 151,935

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合
5.5% 30.3% 30.3% 3.7% 69.8%

（注） １．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) ア　ジ　ア……シンガポール、マレーシア、中国

(2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

(3) 北アメリカ……米国、カナダ

(4) そ　の　他……オーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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貸  借  対  照  表
（単位 百万円）

期  別   平成18年3月期（Ａ）  平成19年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 （平成18.3.31現在） （平成19.3.31現在） （Ｂ）－（Ａ）

（ 資 産 の 部 ）

５５,６１５ ５８,６３７ ３,０２１ 

現 金 及 び 預 金 ３,６３８ ３,３３８ △ 　　  ３００ 

受 取 手 形 ７６２ ６２８ △ 　　  １３４ 

売 掛 金 １８,６０８ ２０,１７１ １,５６２ 

製 品 ３,９１３ ５,５８７ １,６７４ 

半 製 品 １,１５７ １,１７６ １８ 

材 料 １７６ ２３６ ６０ 

仕 掛 品 １,６２８ １,５８２ △ 　　  　４６ 

未 収 入 金 ５５０ ５６０ １０ 

短 期 貸 付 金 ５,３８４ ５,３５９ △ 　　  　２４ 

関 係 会 社 預 け 金 １６,８７８ １８,０４４ １,１６５ 

繰 延 税 金 資 産 ２,８８８ １,８７３ △ 　 １,０１４ 

そ の 他 の 流 動 資 産 ４８ ９７ ４９ 

貸 倒 引 当 金 △ 　　    ２０ △ 　　    ２０ －　

６２,３１４ ６６,５９１ ４,２７６ 

１９,５５６ １９,１７４ △ 　　  ３８２ 

建 物 １０,３２５ ９,９２３ △ 　　  ４０２ 

構 築 物 ７７０ ７４７ △ 　　  　２３ 

機 械 及 び 装 置 ４,５３５ ４,８７８ ３４３ 

車 両 運 搬 具 １６６ １６７ １ 

工 具 器 具 備 品 １,５９４ １,２２３ △ 　　  ３７１ 

土 地 ２,１４６ ２,１４６ －　

建 設 仮 勘 定 １７ ８７ ７０ 

１,０１６ １,２６０ ２４４ 

４１,７４１ ４６,１５６ ４,４１４ 

投 資 有 価 証 券 ３,７５８ ３,０５４ △ 　　  ７０３ 

関 係 会 社 株 式 ３６,５１５ ４１,５５１ ５,０３６ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 ６９６ ６２６ △ 　　  　６９ 

繰 延 税 金 資 産 ８１７ ５３３ △ 　　  ２８３ 

その他の投資その他の資産 ４４５ ８２１ ３７６ 

海外投資等損失引当金 △   　　４９０ △   　　４３１ ５８ 

１１７,９３０ １２５,２２８ ７,２９８ 

【訂正前】（23ページ）

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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貸  借  対  照  表
（単位 百万円）

期  別   平成18年3月期（Ａ）  平成19年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 （平成18.3.31現在） （平成19.3.31現在） （Ｂ）－（Ａ）

（ 資 産 の 部 ）

５５,５３５ ５８,４０６ ２,８７０ 

現 金 及 び 預 金 ３,６３８ ３,３３８ △ 　　  ３００ 

受 取 手 形 ７６２ ６２８ △ 　　  １３４ 

売 掛 金 １８,１７１ ２０,１７１ １,９９９ 

製 品 ４,２１５ ５,５８７ １,３７２ 

半 製 品 １,１５７ １,１７６ １８ 

材 料 １７６ ２３６ ６０ 

仕 掛 品 １,６２８ １,５８２ △ 　　  　４６ 

未 収 入 金 ５５０ ５６０ １０ 

短 期 貸 付 金 ５,３８４ ５,３５９ △ 　　  　２４ 

関 係 会 社 預 け 金 １６,８７８ １８,０４４ １,１６５ 

繰 延 税 金 資 産 ２,９４３ １,８７３ △ 　 １,０６９ 

そ の 他 の 流 動 資 産 ４８ ９７ ４９ 

貸 倒 引 当 金 △ 　　    ２０ △ 　　  ２５０ △ 　　  ２３０ 

６１,９５６ ６６,０６９ ４,１１３ 

１９,５５６ １９,１７４ △ 　　  ３８２ 

建 物 １０,３２５ ９,９２３ △ 　　  ４０２ 

構 築 物 ７７０ ７４７ △ 　　  　２３ 

機 械 及 び 装 置 ４,５３５ ４,８７８ ３４３ 

車 両 運 搬 具 １６６ １６７ １ 

工 具 器 具 備 品 １,５９４ １,２２３ △ 　　  ３７１ 

土 地 ２,１４６ ２,１４６ －　

建 設 仮 勘 定 １７ ８７ ７０ 

１,０１６ １,２６０ ２４４ 

４１,３８３ ４５,６３４ ４,２５１ 

投 資 有 価 証 券 ３,７５８ ３,０５４ △ 　　  ７０３ 

関 係 会 社 株 式 ３５,６６５ ４０,５９７ ４,９３１ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 ６９６ ６２６ △ 　　  　６９ 

繰 延 税 金 資 産 ８１７ ５３３ △ 　　  ２８３ 

その他の投資その他の資産 ４４４ ８２１ ３７６ 

１１７,４９１ １２４,４７５ ６,９８３ 

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

【訂正後】（23ページ）

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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（単位 百万円）

期  別   平成18年3月期（Ａ）  平成19年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 (平成18.3.31現在) (平成19.3.31現在) （Ｂ）－（Ａ）

（ 負 債 の 部 ）

１１,８０６ １６,５２２ ４,７１６ 

買 掛 金 ６,２２５ ６,６８９ ４６４ 

未 払 金 ６５６ ８７６ ２２０ 

未 払 費 用 ３,４２３ ３,３９７ △ 　　　 ２６ 

未 払 法 人 税 等 １４１ ４,３２０ ４,１７８ 

預 り 金 １,１９１ １,１５５ △　　　　３５ 

役 員 賞 与 引 当 金 －　 ８０ ８０ 

そ の 他 の 流 動 負 債 １６７ ３ △ 　 　１６４ 

３,３７８ ３,４０９ ３１ 

退 職 給 付 引 当 金 ３,１７２ ３,１２０ △ 　　 　５１ 

役員退職慰労引当金 ２０５ ２８８ ８２ 

１５,１８４ １９,９３２ ４,７４７ 

（ 純 資 産 の 部 ）

１０１,０５７ １０４,０２１ ２,９６３ 

１７,８１３ １７,８１３ －　

２１,４１４ ２１,４７０ ５５ 

資 本 準 備 金 ２１,３８８ ２１,３８８ －　

そ の 他 資 本 剰 余 金 ２５ ８１ ５５ 

６９,４２１ ７５,５８５ ６,１６３ 

利 益 準 備 金 ３,０８０ ３,０８０ －　

そ の 他 利 益 剰 余 金 ６６,３４１ ７２,５０４ ６,１６３ 

　別  途  積  立  金 ３５,３００ ３５,３００ －　

繰 越 利 益 剰 余 金 ３１,０４１ ３７,２０４ ６,１６３ 

△ 　　７,５９２ △ 　１０,８４７ △ 　３,２５５ 

１,６８８ １,２７５ △ 　 　４１２ 

１,６８８ １,２７５ △ 　　 ４１２ 

－　 ０ ０ 

１０２,７４５ １０５,２９６ ２,５５０ 

１１７,９３０ １２５,２２８ ７,２９８ 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

流 動 負 債

【訂正前】（24ページ）

負 債 及 び 純 資 産 合 計

固 定 負 債

負 債 合 計

純 資 産 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式
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（単位 百万円）

期  別   平成18年3月期（Ａ）  平成19年3月期（Ｂ） 比 較 増 減

科  目 (平成18.3.31現在) (平成19.3.31現在) （Ｂ）－（Ａ）

（ 負 債 の 部 ）

１１,８０６ １６,５２２ ４,７１６ 

買 掛 金 ６,２２５ ６,６８９ ４６４ 

未 払 金 ６５６ ８７６ ２２０ 

未 払 費 用 ３,４２３ ３,３９７ △ 　　　 ２６ 

未 払 法 人 税 等 １４１ ４,３２０ ４,１７８ 

預 り 金 １,１９１ １,１５５ △　　　　３５ 

役 員 賞 与 引 当 金 －　 ８０ ８０ 

そ の 他 の 流 動 負 債 １６７ ３ △ 　 　１６４ 

３,３７８ ３,４０９ ３１ 

退 職 給 付 引 当 金 ３,１７２ ３,１２０ △ 　　 　５１ 

役員退職慰労引当金 ２０５ ２８８ ８２ 

１５,１８４ １９,９３２ ４,７４７ 

（ 純 資 産 の 部 ）

１００,６１９ １０３,２６８ ２,６４８ 

１７,８１３ １７,８１３ －　

２１,４１４ ２１,４７０ ５５ 

資 本 準 備 金 ２１,３８８ ２１,３８８ －　

そ の 他 資 本 剰 余 金 ２５ ８１ ５５ 

６８,９８３ ７４,８３２ ５,８４９ 

利 益 準 備 金 ３,０８０ ３,０８０ －　

そ の 他 利 益 剰 余 金 ６５,９０２ ７１,７５１ ５,８４９ 

　別  途  積  立  金 ３５,３００ ３５,３００ －　

繰 越 利 益 剰 余 金 ３０,６０２ ３６,４５１ ５,８４９ 

△ 　　７,５９２ △ 　１０,８４７ △ 　３,２５５ 

１,６８８ １,２７５ △ 　 　４１２ 

１,６８８ １,２７５ △ 　　 ４１２ 

－　 ０ ０ 

１０２,３０７ １０４,５４３ ２,２３６ 

１１７,４９１ １２４,４７５ ６,９８３ 

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

資 本 金

【訂正後】（24ページ）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計
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損  益  計  算  書
（単位 百万円）

期    別

比 較 増 減

（Ｂ）－（Ａ）

科    目

５，３２１ 

１，２０６ 

４，１１５ 

５０７ 

３，６０７ 

３２６ 

　    　　７２ 

５７４ 

△          ６ 

△          ８ 

△　　　３６２ 

△　　  　　１ 

△　　　３４８ 

△ 　   　　６ 

△ 　　   　６ 

４，２９６ 

７ 

△　　　　４０ 

４８ ４８ 

△        ２４ 

△　　　　２４ 

４，３２８ 

４，２５２ 

△　　　２３４ 

３１０ 

－  

－  

－  

－  

【訂正前】（25ページ）

－  当 期 未 処 分 利 益

為 替 差 損 ５０６ 

１６，０６４ 

前 期 繰 越 利 益 ２２，１２５ 

１，８１２ 

９，７８３ 

合併引継未処分利益 １８１ －  

－  １，０４９ 中 間 配 当 額

３１，０４１ 

そ の 他

１２１ 

４３ 

１，５７５ 

４３９ 

５８ 

４４５ 

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 収 入

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 利 益

売 上 総 利 益

平成18年3月期（Ａ）

２２.９ 

１８.４ １４，３５９ 

１７，９３８ 

平成19年3月期（Ｂ）

３２，２９８ 

比  率

４５，９０４ 

４１.３ 

７８，２０２ 

５８.７ 

）

売 上 高

比  率

自 平成18．4． 1

至 平成19．3．31
（

自 平成17．4． 1
）

至 平成18．3．31

％ 

１，９１１ 

１７，４３１ 

１０，７５２ 

（

７２，８８０ 

２８，１８３ 

４４，６９７ 

２，２３７ ２.８ 

３８.７ 

％ 

２３.９ 

１４.８ 

２.６ 

１００.０ 

６１.３ 

１００.０ 

４８ 

１，０００ 

５２ 

３６４ 

４８ 

－  

－  

－  

１０，０９４ １２.９ 

１，５７８ 

４０ 特 別 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法人税､住民税及び事業税

２４ 

２４ 

４０ 

経 常 利 益

そ の 他

１６，０１６ ２０.５ 

１.３ ９４４ ５８１ 

３ 

賃 貸 不 動 産 維 持 費

支 払 利 息 ２ 

営 業 外 費 用

２７１ 

０.７ 

１５７ 

引 当 金 戻 入 額

海 外 投 資 等 損 失
△ 　   ３０５ 

土 地 売 却 益

特 別 損 失

償 却 債 権 取 立 益

２７８ 

１１，７１９ 

１５５ １４９ 

１６.１ 

－ ０.０ 

０.０ ０.０ 

－  

１３.４ 

２.５ 

１６.１ 

２.０ 

５.６ ４，３９２ ０.２ 

２０.５ １１，７３５ 

１４０ 

－  

投資有価証券評価損
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損  益  計  算  書
（単位 百万円）

期    別

比 較 増 減

（Ｂ）－（Ａ）

科    目

５，７９７ 

１，８１１ 

３，９８５ 

２７２ 

３，７１２ 

２７８ 

　    　　７２ 

５７４ 

△          ６ 

△          ８ 

△　　　３６２ 

△　　  　　１ 

△　　　３４８ 

△ 　   　　６ 

△　　　　　６ 

４，３５３ 

１７２ 

△　　　　４０ 

４８ ４８ 

１６４ １６４ 

△     　 ３６ 

△　　　　２４ 

△      ２４３ 

２３０ 

４，５６２ 

４，２５２ 

△　　　１２４ 

４３４ 

－  

－  

－  

－  

法 人 税 等 調 整 額 １，７５７ 

当 期 純 利 益 ９，３４４ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １１，２４２ １５，８０４ １５.５ ２０.２ 

法人税､住民税及び事業
税

１４０ ４，３９２ ０.２ ５.６ 

関係会社株式評価損 ３４７ １０４ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  ２３０ 

０.４ 

特許関連費用精算益 －  

特 別 損 失 ３７１ ０.５ ３３５ 

４０ 土 地 売 却 益

－  償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 １５５ １４９ 

経 常 利 益 １１，５７３ 

４０ ０.０ 

１６.０ 

特 別 利 益

賃 貸 不 動 産 維 持 費 ２７８ ２７１ 

海 外 投 資 等 損 失

４４５ 

３５３ －　
引 当 金 戻 入 額

△ 　   ３５３ 

不 動 産 賃 貸 収 入 ４３９ 

比  率 比  率

４０.９ 

１８.３ １４.７ １４，３３０ 

１００.０ ７８，２４０ 

％ ％ 

（
自 平成17．4． 1

）（
至 平成18．3．31

平成18年3月期（Ａ） 平成19年3月期（Ｂ）

自 平成18．4． 1

至 平成19．3．31

１００.０ 

）

３２，０３４ 

５９.１ 売 上 原 価 ４４，３９５ ６１.３ ４６，２０６ 

売 上 高 ７２，４４３ 

販売費及び一般管理費 １７，４３１ ２４.０ １７，７０４ ２２.６ 

売 上 総 利 益 ２８，０４８ ３８.７ 

営 業 外 収 益 １，９００ ２.６ ２，１７９ ２.８ 

営 業 利 益 １０，６１７ 

受 取 配 当 金 １，０００ １，５７５ 

受 取 利 息 ４８ １２１ 

５２ ４３ 

営 業 外 費 用 ９４４ １.３ ５８１ ０.７ 

そ の 他

為 替 差 損 ５０６ １５７ 

３ ２ 支 払 利 息

１５，９２７ ２０.４ 

２１２ 

－  

０.２ 

２４ －  投資有価証券評価損

２.４ １，６３３ ２.１ 

１２.９ ９，７７９ １２.５ 

前 期 繰 越 利 益 ２２，１２５ －  

－  

合併引継未処分利益 １８１ －  

【訂正後】（25ページ）

当 期 未 処 分 利 益 ３０，６０２ －  

中 間 配 当 額 １，０４９ 
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当事業年度　（自　平成18年4月１日　　至　平成19年3月31日） （単位　百万円）

別途
積立金

繰越
利益

剰余金

平成18年3月31日残高 17,813 21,388 25 3,080 35,300 31,041 69,421 △ 7,592 101,057 1,688 - 1,688 102,745

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △ 3,860 △ 3,860 △ 3,860 △ 3,860

  利益処分による役員賞与 △    70 △    70 △    70 △    70

  当期純利益 10,094 10,094 10,094 10,094

  自己株式の取得 △ 3,382 △ 3,382 △ 3,382

  自己株式の処分 55 126 181 181

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

(純額）

△   412 0      △   412 △   412

事業年度中の変動額合計 55 6,163 6,163 △ 3,255 2,963 △   412 0      △   412 2,550

平成19年3月31日残高 17,813 21,388 81 3,080 35,300 37,204 75,585 △ 10,847 104,021 1,275 0      1,275 105,296

【訂正前】（26ページ）

 評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券

評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算
差額等
合計

株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本
準備金

 資本剰余金 

その他
資本

剰余金

利益
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益剰余金

利益
準備金

自己
株式

株主
資本
合計

（単位　百万円）

31,041

1,470

70

29,500

取 締 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益

 利益処分計算書

期  別  前　事　業　年　度
 科  目 (平成18年3月期)

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

配 当 金
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当事業年度　（自　平成18年4月１日　　至　平成19年3月31日） （単位　百万円）

別途
積立金

繰越
利益

剰余金

平成18年3月31日残高 17,813 21,388 25 3,080 35,300 30,602 68,983 △ 7,592 100,619 1,688 - 1,688 102,307

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △ 3,860 △ 3,860 △ 3,860 △ 3,860

  利益処分による役員賞与 △    70 △    70 △    70 △    70

  当期純利益 9,779 9,779 9,779 9,779

  自己株式の取得 △ 3,382 △ 3,382 △ 3,382

  自己株式の処分 55 126 181 181

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

(純額）

△   412 0      △   412 △   412

事業年度中の変動額合計 55 5,849 5,849 △ 3,255 2,648 △   412 0      △   412 2,236

平成19年3月31日残高 17,813 21,388 81 3,080 35,300 36,451 74,832 △ 10,847 103,268 1,275 0      1,275 104,543

自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

評価・
換算
差額等
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

【訂正後】（26ページ）

株主資本等変動計算書

株主資本  評価・換算差額等

純資産
合計

資本金

 資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本

剰余金

（単位　百万円）

30,602

1,470

70

29,061

 科  目 (平成18年3月期)

 利益処分計算書

期  別  前　事　業　年　度

当 期 未 処 分 利 益

利 益 処 分 額

配 当 金

取 締 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益
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【訂正前】（28 ページ）

７．ヘッジ会計の方法
  ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっている。
　　なお、要件を満たしている金利通貨スワップ取引については、金利スワップと通貨スワップを
　　一体としてそれぞれ特例処理及び振当処理によっている。

　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘ ッ ジ 手 段　　　　ヘ ッ ジ 対 象
　　金利通貨スワップ　　　外貨建貸付金
　　為替予約　　　　　　　外貨建予定取引

　ヘッジ方針
　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを
　　回避するために、必要な範囲内で利用している。

ヘッジの有効性評価の方法
為替予約はヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件(通貨、期間、金額等)が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を相殺するものと想
定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略している。
また、金利スワップは特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているため、通貨
スワップは為替相場の変動によるキャッシュ･フローの変動を完全に相殺するものと想定され
るため、ヘッジの有効性の判定は省略している。

８．その他財務諸表作成のための重要な事項
  消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

会計処理の変更

(1)  役員賞与に関する会計基準

　　    当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日企業

会計基準第 4 号）を適用している。

これに伴い、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ

80 百万円減少している。

(2)  貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

　  平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8 号）を適

用している。従来の資本の部に相当する金額は、105,296 百万円である。

 [注記事項]

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

44,031 百万円 43,810 百万円

２．関係会社に対する主な資産及び負債
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

売 掛 金 9,580 百万円 10,692 百万円

短 期 貸 付 金 5,328 5,307
買 掛 金 1,312 1,295
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【訂正後】（28 ページ）

７．ヘッジ会計の方法
  ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっている。
　　なお、要件を満たしている金利通貨スワップ取引については、金利スワップと通貨スワップを
　　一体としてそれぞれ特例処理及び振当処理によっている。

　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘ ッ ジ 手 段　　　　ヘ ッ ジ 対 象
　　金利通貨スワップ　　　外貨建貸付金
　　為替予約　　　　　　　外貨建予定取引

　ヘッジ方針
　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを
　　回避するために、必要な範囲内で利用している。

ヘッジの有効性評価の方法
為替予約はヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件(通貨、期間、金額等)が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を相殺するものと想
定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略している。
また、金利スワップは特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているため、通貨
スワップは為替相場の変動によるキャッシュ･フローの変動を完全に相殺するものと想定され
るため、ヘッジの有効性の判定は省略している。

８．その他財務諸表作成のための重要な事項
  消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

会計処理の変更

(1) 役員賞与に関する会計基準

　　    当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日企業

会計基準第 4 号）を適用している。

これに伴い、従来の方法と比較して、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ

80 百万円減少している。

(2) 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

　　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

　  平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8 号）を適

用している。従来の資本の部に相当する金額は、104,543 百万円である。

 [注記事項]

（貸借対照表関係）

１．有形固定資産の減価償却累計額
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

44,031 百万円 43,810 百万円

２．関係会社に対する主な資産及び負債
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

売 掛 金 9,143 百万円 10,692 百万円

短 期 貸 付 金 5,328 5,307
買 掛 金 1,312 1,295
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【訂正前】（29 ページ）

３．保証債務
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

関 係 会 社 1,527 百万円 2,247 百万円

(対象会社数) ( 6 社 ) ( 5 社 )
従 業 員 44 41

４．輸出手形未決済残高
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

155 百万円 213 百万円

（損益計算書関係）

１．関係会社との主な取引

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
売 上 高 35,355 百万円 40,240 百万円

商品及び材料仕入高 9,822 10,711
受 取 配 当 金 985 1,549

２．販売費及び一般管理費の主な内訳

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
(1) 販 売 直 接 費

荷 造 及 び 発 送 費 1,540 百万円 1,548 百万円

広 告 宣 伝 費 545 597
販 売 奨 励 費 2,756 2,991

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
(2) 販売間接費及び一般管理費

給 料 諸 手 当 5,324 百万円 5,440 百万円

退 職 給 付 費 用 685 559
減 価 償 却 費 287 250
賃 借 料 676 672
研 究 開 発 費 832 883
外 注 経 費 549 552

(3) 販売費に属する費用のおおよその割合

         75 %          76 %

３．研究開発費の総額

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
一 般 管 理 費 及 び 当 期

製 造 費 用 に 含 ま れ る

研 究 開 発 費

3,159 百万円 3,248 百万円
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【訂正後】（29 ページ）

３．保証債務
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

関 係 会 社 1,527 百万円 2,247 百万円

(対象会社数) ( 6 社 ) ( 5 社 )
従 業 員 44 41

４．輸出手形未決済残高
( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )

155 百万円 213 百万円

（損益計算書関係）

１．関係会社との主な取引

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
売 上 高 34,918 百万円 40,677 百万円

商品及び材料仕入高 9,822 10,711
受 取 配 当 金 985 1,549

２．販売費及び一般管理費の主な内訳

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
(1) 販 売 直 接 費

荷 造 及 び 発 送 費 1,540 百万円 1,548 百万円

広 告 宣 伝 費 545 597
販 売 奨 励 費 2,756 2,592

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
(2) 販売間接費及び一般管理費

給 料 諸 手 当 5,324 百万円 5,440 百万円

退 職 給 付 費 用 685 559
減 価 償 却 費 287 250
賃 借 料 676 672
研 究 開 発 費 832 883
外 注 経 費 549 552

(3) 販売費に属する費用のおおよその割合

         75 %          75 %

３．研究開発費の総額

( 平成 1 8 年 3 月期 ) ( 平成 1 9 年 3 月期 )
一 般 管 理 費 及 び 当 期

製 造 費 用 に 含 ま れ る

研 究 開 発 費

3,159 百万円 3,248 百万円
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【訂正前】（30 ページ）

  （リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )
取 得 価 額 相 当 額               9 百万円 9 百万円 
 減価償却累計額相当額      6           　6        
期 末 残 高 相 当 額               3            2        

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )
１ 年 内          1 百万円 1 百万円 
１ 年 超               1             1        
    合 計                3             3 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )
支 払 リ ー ス 料          2 百万円 2 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額          2 　　　　　2
支 払 利 息 相 当 額          0         　0

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。

 （有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない｡

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )

（繰 延 税 金 資 産）

海外投資等損失引当金 198 百万円 175 百万円

退 職 給 付 引 当 金 1,368 1,240
未 払 賞 与 724 718
関 係 会 社 株 式 評 価 損 117 117
た な 卸 資 産 評 価 損 453 474
繰 越 欠 損 金 1,296 -
繰 越 外 国 税 額 控 除 570 99
そ の 他 543 824

繰 延 税 金 資 産 小 計 5,272 3,647
評 価 性 引 当 額 △　 417 △ 　372

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,854 3,275
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 1,149 868
繰 延 税 金 負 債 合 計 1,149 868
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 3,705 2,407
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【訂正後】（30 ページ）

  （リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )
取 得 価 額 相 当 額               9 百万円 9 百万円 
 減価償却累計額相当額      6           　6        
期 末 残 高 相 当 額               3             2       

 (2) 未経過リース料期末残高相当額

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )
１ 年 内          1 百万円 1 百万円 
１ 年 超               1             1        
    合 計                3             3 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )
支 払 リ ー ス 料          2 百万円 2 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額          2 　　　　　2
支 払 利 息 相 当 額          0         　0

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

 (5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっている。

 （有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない｡

 （税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

( 平 成 1 8 年 3 月 期 ) ( 平 成 1 9 年 3 月 期 )

（繰 延 税 金 資 産）

退 職 給 付 引 当 金 1,368 百万円 1,123 百万円

未 払 賞 与 724 718
関 係 会 社 株 式 評 価 損 461 503
た な 卸 資 産 評 価 損 453 474
繰 越 欠 損 金 1,296 -
繰 越 外 国 税 額 控 除 570 561
そ の 他 598 1,035

繰 延 税 金 資 産 小 計 5,472 4,414
評 価 性 引 当 額 △　 563 △ 1,139

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,909 3,275
（繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 1,149 868
繰 延 税 金 負 債 合 計 1,149 868
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 3,760 2,407

43


	(新日本)訂正000_平成19年３月期第４四半期　決算短信の一部訂正について2
	(新日本)訂正001_平成19年３月期決算短信1～2枚目○
	(新日本)訂正002_●「短信①(経営成績）｣○
	(新日本)訂正005_064Q BS千円＆短BS○
	(新日本)訂正006_064Q 短PL○
	(新日本)訂正007_064Q株主資本等変動計算書+SS(百万円)○
	(新日本)訂正008_064Q CF千円＆短ＣＦ○
	(新日本)訂正009_1○短諸表2○上原作成
	(新日本)訂正009_2○短諸表2○上原作成
	(新日本)訂正009_○短諸表○
	(新日本)訂正010_短セグ○
	(新日本)訂正101_【短信】07年3月　BS ○
	(新日本)訂正102_【短信】07年3月 ＰＬ ○
	(新日本)訂正103_平成19年３月期株主資本等変動計算書 ○ 合体版
	(新日本)訂正105_P28【短信】2平成19年3月期　会計方針他 ○
	(新日本)訂正106_P29【短信】2平成19年3月期　会計方針他 ○
	(新日本)訂正107_P30【短信】2平成19年3月期　会計方針他 ○



